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小田原市低炭素都市づくり計画の策定に対する市民意見の募集結果について 

 

１ 意見募集の概要 

政策等の題名 小田原市低炭素都市づくり計画 

政策等の案の公表の日 平成２６年７月１日（火） 

意見提出期間 平成２６年７月１日（火）から７月３０日（水）まで 

市民への周知方法 意見募集要項の配布 

（市ホームページ、市内公共施設、都市政策課窓口） 

 

２ 結果の概要 

  提出された意見は、次のとおりです。 

意見数（意見提出者数）    １７件 （２人） 

 インターネット     １人 

 ファクシミリ     ０人 

 郵送     ０人 

 直接持参     １人 
 

無効な意見提出     ０人 

 

３ 提出意見の内容 

  パブリックコメントで提出された意見の内容とそれに対する市の考え方は、次の

とおりです。 

 〈総括表〉 

区分 意見の考慮の結果 件  数 

Ａ 意見を踏まえ、政策等に反映したもの ３ 

Ｂ 意見の趣旨が既に政策等に反映されているもの ３ 

Ｃ 今後の検討のために参考とするもの １１ 

Ｄ その他（質問など） ０ 
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 〈具体的な内容〉 

 (1) 序章 低炭素都市づくり計画について 

 意見の内容（要旨） 区分 市の考え方（政策案との差異を含む。） 

１ 上位・関連計画と低炭素

都市づくり計画の関係性

を示した図が分かりにく

い。 

Ａ ご意見を踏まえ、一部加筆します。 

 

 (2) １章 小田原市の現況と課題 

 意見の内容（要旨） 区分 市の考え方（政策案との差異を含む。） 

２ 自動車流入抑制の極端な

方法、例えば市民が不自

由を強いられる交通規

制、災害時の円滑性を阻

害するような規制には反

対である。 

Ｃ 自動車の強制的な流入抑制をするのでは

なく、適正な駐車場配置等により過度な

自動車の流入を抑制し、歩行者や自転車

が利用しやすい空間づくりを進め、にぎ

わい空間の創出を図るものです。 

３ コラム「二酸化炭素排出

量と都市構造」におい

て、「人口密度を高める

ことで二酸化炭素排出量

の少ない都市を目指す」

ことに固執するのは危険

であり、二酸化炭素の総

排出量に視点を向けて考

えるべきである。 

市中心部の人口密度は現

状以上に増加させるべき

ではない。 

Ｃ 今後、人口減少が進むことで人口密度も

低下してしまいます。市民の利便性の確

保や、行政コストを効率化するために

も、人口密度の維持もしくは増加させる

必要があると考えています。 
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 (3) ３章 低炭素都市づくりの方針 

 意見の内容（要旨） 区分 市の考え方（政策案との差異を含む。） 

４ 「小田原駅周辺の中心市

街地では、都市施設の更

新や商店街の活性化、街

なか居住を推進し、居住

者だけでなく来訪者にも

魅力ある空間づくりを進

めます。」に対し、雇

用、観光等優先して並行

に進めてほしい。市民生

活の犠牲の上に低炭素計

画を乗せてはならない。 

Ｃ 本計画は、都市計画や都市づくりを通じ

て、都市の低炭素化を促進することを目

的とするものであり、雇用、観光等につ

いては対象としていませんが、市中心市

街地活性化基本計画等と連携して取り組

んでいきます。 

５ 自転車利用促進、ネット

ワーク整備は賛成。 

Ｂ 市自転車ネットワーク計画と連携して取

り組んでいきます。 

６ 小水力発電、地下水利用

は賛成。 

Ｂ 水を豊富に有する本市の特性を踏まえ、

小水力発電や地下水熱の導入を検討して

いきます。 

７ エネルギーに関して、市

独自のスマートグリッド

の研究・導入をしてはど

うか。 

Ｃ 本計画は、市独自のスマートグリッド

（次世代送電網）の研究については対象

としていませんでしたが、今後の実用化

を踏まえ、再開発や建物更新時に導入を

検討します。 

８ 小田原駅周辺、鴨宮駅周

辺、国府津駅周辺を集約

拠点地域としているが、

その線引きした地域の設

定根拠を明確に記載しな

いと、今後の具体的施策

の目的・効果がぼやけて

しまう。 

Ａ ご意見を踏まえ、計画に設定根拠を記載

します。 

集 約 拠 点 地 域 の 設 定 に 当 た っ て は 、  

①駅からの距離（徒歩圏）、②再開発が

必要である一号市街地、③地形地物（幹

線道路等）、④市の従前からの取り組み

等を考慮しています。 

９ 集約拠点地域の低炭素化

の施策について、「共同

建て替え等の誘導」や

「複合施設（居住機能・

生活サポート機能）の誘

導」とあるが、実際に誘

導するような補助制度

Ｃ ご意見のとおり補助制度拡充の必要性は

認識しておりますので、今後、検討して

いきます。 
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（優良建築物等整備事

業）の対象が小田原駅周

辺集約拠点地域だけのよ

うなので、より集約化を

図るためには、その他の

拠点地域への拡充が必要

である。 

10 環境負荷のない建物（Ｚ

ＥＨやＺＥＢ）の導入・

更新についても現時点で

はかなり負担が大きいの

で、推進するためには補

助制度の導入も必要であ

る。 

Ｃ 国の日本再興戦略では、２０２０年まで

に新築住宅及び新築建築物の省エネ基準

への適合を段階的に義務化し、２０３０

年までに新築住宅及び新築建築物の空

調・給湯・換気・照明設備等のエネルギ

ー消費量を年間で実質ゼロ以下とするこ

とを目標としていますので、まずは、国

の動向を注視していきます。 

11 国府津駅のレイアウト見

直しは賛成。 

Ｂ 国府津駅の駅前広場においては、レイア

ウトの見直しや、利用車両の待機方法・

場所等の改善等により交通結節機能の向

上を図ります。 

12 国府津駅周辺集約拠点地

域が西側に偏っている

が、本文中に「鉄道駅を

中心に多様な交通機能と

生活サポート機能・居住

機能が集積･･･」とある

ように、ある程度東側も

地域設定した方が良い。 

Ａ ご意見を踏まえ、計画に反映します。 

平成２０年度まで実施した国府津駅周辺

地区の都市再生整備計画の区域に準じて

設定しましたが、駅東側も含めた徒歩圏

で国府津駅周辺の一号市街地に準じた区

域を、本計画の国府津駅周辺集約拠点地

域に設定します。 
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 (4) ４章 低炭素都市づくりにおける二酸化炭素排出量の削減効果 

 意見の内容（要旨） 区分 市の考え方（政策案との差異を含む。） 

13 みどり分野でも、効果の

何らかの目安があると良

い。 

Ｃ みどり分野については、施策ごとの二酸

化炭素排出量の削減効果を数値化するこ

とが困難なため、施策のみを掲げていま

す。 

14 廃棄物減量施策も必要で

はないか。 

Ｃ 本計画は、地球温暖化対策促進計画の民

生（家庭・業務）部門及び運輸部門の削

減効果の一部を担うものであり、廃棄物

部門については、地球温暖化対策促進計

画により取り組んでいきます。 

 

 (5) ５章 低炭素都市づくり計画の実現に向けて 

 意見の内容（要旨） 区分 市の考え方（政策案との差異を含む。） 

15 マスタープランと並行し

た見直し時期の１０年は

長く、市の環境、世の中

の技術等から５年ほどが

良いのではないか。 

Ｃ 本計画は、都市計画や都市づくりを通じ

て、都市の低炭素化を促進することを目

的とするものであり、効果発現までの期

間が長く必要なことから、本計画の見直

し時期については、概ね１０年ごとを予

定していますが、必要に応じて見直しま

す。 

16 市独自の削減施策の継続

的実施、新規施策の研

究、市民意見・アイデア

の活用等も取り入れたら

どうか。 

Ｃ 本計画に示した各分野の取り組みについ

ては、住民や事業者のみなさまと連携し

て取り組みを推進していきます。 

17 ＰＤＣＡサイクルのＣに

市民チェックの場がある

と良い。 

Ｃ 

 


